
令和 年度 新発田市下水道事業会計予算
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（収　入）
（単位：千円）

金額

下水道事業収益 △37,151

営業収益 △1,464

下水道使用

料 下水道使用料 公共下水道使用料

特定環境保全公共下水道使用料

農業集落排水施設使用料

他会計負担 △18,348

金 他会計負担金

その他営業

収益 手数料 排水設備指定工事店登録手数料

営業外収益 △35,687

他会計補助

金 他会計補助金 児童手当に要する経費

事務に要する経費

高資本費対策に要する経費

分流式下水道等に要する経費

流域下水道建設に要する経費

広域化・共同化の推進に要する経費

緊急下水道整備特定事業等の経費

臨時財政特例債の償還に要する経費

地方公営企業法の適用に要する経費

その他収益的支出に対する補助

長期前受金 △25,140

戻入 長期前受金戻入 減価償却見合分長期前受金の収益化額

消費税還付 △14,532

金 消費税還付金

雑収益 △142

その他雑収益 電柱敷地等使用料、督促手数料、延滞金

×受取利息 △6 廃目

及び配当金

特別利益

その他特別

利益 その他特別利益 下水道事業維持管理負担金清算還付金

下水道事業建設負担金清算還付金

令和2年度新発田市下水道事業会計予算実施計画

一般会計雨水処理負担金

節
備　考

区分

下水道に排除される下水の規制に関する

款　項　目 本年度 前年度 比較

収益的収入及び支出
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（支　出）
（単位：千円）

金額

下水道事業費用 △62,268

営業費用

管渠（きょ）費 △7,119

備消品費

通信運搬費 中継ポンプ等通信料

工事請負費 施設維持工事費

委託料 中継ポンプ維持管理業務委託 他

手数料 管渠（きょ）・中継ポンプ清掃・点検手数料

賃借料 土地借上料

修繕費 公共ます・中継ポンプ等修繕

路面復旧費 舗装復旧工事費

動力費 中継ポンプ等電力料金

材料費

保険料 市有物件災害共済会保険料

日本下水道協会賠償責任保険料

ポンプ場費

備消品費

光熱水費 ポンプ場水道料金

委託料 ポンプ場維持管理業務委託 他

手数料 新栄町中継ポンプ場消防申請手続手数料 他

修繕費 ポンプ場修繕

動力費 ポンプ場電力料金

薬品費 ポンプ場薬品費

保険料 市有物件災害共済会保険料

処理場費 △10,120

備消品費 水質検査試薬及び器具等消耗品 他

燃料費

光熱水費 処理場水道料金

通信運搬費 処理場通信通話料

工事請負費 施設維持工事費

委託料 処理場運転・維持管理業務委託 他

手数料 脱水汚泥搬出手数料 他

修繕費 処理場修繕・車両修繕

動力費 処理場電力料金

薬品費 処理場薬品費

保険料 市有物件災害共済会保険料

日本下水道協会賠償責任保険料

普及指導費 △118

給料 職員人件費2人

手当 扶養手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

通勤手当

児童手当

会計年度任用職員期末手当

款　項　目
節

備　考
区分

本年度 前年度 比較
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（支　出）
（単位：千円）

金額
款　項　目

節
備　考

区分
本年度 前年度 比較

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

報酬 会計年度任用職員報酬（嘱託職員）

法定福利費 市町村共済組合負担金

旅費 会計年度任用職員通勤費用弁償

備消品費

燃料費

印刷製本費 検査済証ラベル印刷 他

通信運搬費

委託料

手数料 事業場排水水質検査 他

賃借料 車両借上料

保険料 自動車損害任意保険料

業務費 △732

給料 職員人件費4人

手当 扶養手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

通勤手当

住居手当

児童手当

会計年度任用職員期末手当

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

報酬 会計年度任用職員報酬（臨時職員）

法定福利費 市町村共済組合負担金

旅費 会計年度任用職員通勤費用弁償

備消品費

燃料費

印刷製本費 はがき・封筒・納付書等

通信運搬費 納付書及び各種通知等郵送

委託料 使用料徴収委託(水道局・阿賀野市）他

手数料 口座振替手数料 他

賃借料 システム用端末機器借上 他

修繕費 車両修繕・端末機器修繕

負担金 システム改修負担金

保険料 自動車損害任意保険料

総係費 △3,417

給料 職員人件費7人

手当 扶養手当

期末手当

勤勉手当

管理職手当

時間外勤務手当

通勤手当

排水設備台帳管理システム保守委託料
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（支　出）
（単位：千円）

金額
款　項　目

節
備　考

区分
本年度 前年度 比較

住居手当

児童手当

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

報酬 下水道事業審議会委員報酬

法定福利費 市町村共済組合負担金

公務災害補償基金負担金

臨時職員等社会保障負担金

退職給付費 退職給付引当金繰入

旅費

被服費 貸与作業着等

備消品費

燃料費 車両用燃料費

印刷製本費 決算書印刷

委託料 企業会計システム保守業務委託料

複写機保守点検委託料

手数料

賃借料 窓口用端末借上料 他

修繕費 車両修繕

食糧費 下水道審議会飲料代

負担金 水道庁舎使用負担金

庁内情報システム利用負担金

職員総合システム負担金

予算書印刷製本負担金

研修費

会費負担金 日本下水道協会他各種団体会費

保険料 自賠責保険料・自動車損害任意保険料

公租公課費 自動車重量税

貸倒引当金繰入額

下水道維持

管理負担金 下水道維持管理 流域下水道維持管理負担金

負担金 胎内市特環維持管理負担金

減価償却費

有形固定資産減価

償却費

無形固定資産減価 施設利用権等減価償却費

償却費

資産減耗費

固定資産除却費

営業外費用 △26,161

支払利息及 △26,161

企業債利息

一時借入金利息

特別損失 △36,456

過年度損益

修正損 過年度損益修正損 過誤納還付金及び還付加算金

び企業債取
扱諸費
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（支　出）
（単位：千円）

金額
款　項　目

節
備　考

区分
本年度 前年度 比較

×その他特別 △36,456 廃目

損失

予備費

予備費

予備費
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（収　入）
（単位：千円）

金額

１資本的収入 △153,290

企業債 △151,800

企業債 △151,800

公共下水道事業債

特定環境保全公共下水道事業債

流域下水道事業債

農業集落排水事業債

他会計補助金

他会計補助

金 他会計補助金 流域下水道建設に要する経費

広域化・共同化の推進に要する経費

緊急下水道整備特定事業等の経費

臨時財政特例債の償還に要する経費

雨水処理費（用地に係る元金等）

児童手当に要する経費

その他資本的支出に対する補助

国庫補助金 △75,472

国庫補助金 △75,472

国庫補助金 社会資本整備総合交付金等

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

県補助金 △8,264

県補助金 △8,264

県補助金 農山漁村地域整備交付金

農業集落排水整備事業起債償還県補助金

分担金及び △31,094

負担金

分担金 △140

受益者分担金 負担区域外からの接続に係る分担金

受益者加入分担

金

負担金 △30,954

受益者負担金 公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

工事負担金 県関連工事に伴う管渠（きょ）移設等負担金

返済金 △1,000

貸付金返済 △1,000

金 貸付金返済金 排水設備設置資金貸付預託金返済金

基金取崩収入

基金取崩収

入 基金取崩収入 公共下水道維持管理基金取崩収入

分担金区域の新規接続に係る分担金

建設改良費等の財
源に充てるための
企業債

款　項　目

資本的収入及び支出

節
備　考

区分
本年度 前年度 比較
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（支　出）

（単位：千円）

金額

資本的支出 △92,805

建設改良費 △166,388

事務費

給料 職員人件費11人

手当 扶養手当

期末手当

勤勉手当

管理職手当

時間外勤務手当

通勤手当

児童手当

報酬 会計年度任用職員報酬（パート職員）

法定福利費 市町村共済組合負担金

旅費 会計年度任用職員通勤費用弁償

被服費 貸与作業着等

備消品費

燃料費 車両用燃料費

印刷製本費 入札用封筒 他

委託料 複写機保守点検委託料

賃借料 土木積算システム用端末借上料 他

修繕費 車両修繕 他

負担金 土木積算システム年間維持管理負担金 他

保険料 自賠責保険料・自動車損害任意保険料

公租公課費 自動車重量税

管渠（きょ）

建設改良費 工事請負費 汚水管渠（きょ）等整備工事

荒川・内竹・松岡地区公共下水道接続工事

他

委託料 調査･設計･監理委託

路面復旧費

補償費 物件移転補償・物件破損補償

ポンプ場建 △292,067

設改良費 工事請負費 新栄町ポンプ場建設工事

委託料 調査･設計･監理委託

処理場建設

改良費 委託料 調査･設計･監理委託

下水道建設

費負担金 流域下水道建設事業負担金

中条浄化センター建設事業負担金

有形固定資 △2,371

産購入費 計測メーター購入

企業債償還金

企業債償還

金

その他有形固定資
産購入費

款　項　目

下水道建設費負担
金

節
備　考

区分
本年度

建設改良費等の財
源に充てるための
企業債償還金

前年度 比較
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（支　出）

（単位：千円）

金額
款　項　目

節
備　考

区分
本年度 前年度 比較

公営企業会計適用債

貸付金 △1,000

貸付金 △1,000

貸付金 排水設備設置資金貸付預託金

予備費

予備費

予備費

その他の企業債償
還金
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(単位：千円)

業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
減損損失
貸倒引当金の増減額（△は減少） △400
退職給付引当金等の増減額（△は減少）
長期前払消費税の増減額（△は増加）
長期前受金戻入額 △1,647,479
受取利息及び配当金
支払利息
固定資産除却費
固定資産売却損益（△は益）
有価証券売却収益
リース取引差額調整額（△は益）
未収金の増減額（△は増加） △24,785
未払金の増減額（△は減少）
前払金の増減額（△は増加）
前受金の増減額（△は減少）
その他流動資産の増減額（△は増加）
その他流動負債の増減額（△は減少）
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △567,620
業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △3,951,543
有形固定資産の売却による収入
無形固定資産の取得による支出 △57,077
無形固定資産の売却による収入
有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
国庫補助金等による収入
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入
分担金及び負担金等による収入
国庫補助金等返還金
長期貸付金による支出
長期貸付金の回収による収入
長期貸付金の貸倒回収不能額
短期貸付金による支出 △4,000
短期貸付金の回収による収入
短期貸付金の貸倒回収不能額
基金の取崩による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,595,296

財務活動によるキャッシュ・フロー
一時借入れによる収入
一時借入金の返済による支出 △3,085,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,792,428
その他の企業債による収入
その他の企業債の償還による支出 △12,233
建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入
建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出
その他の他会計借入金による収入
その他の他会計借入金の返済による支出
財務活動によるキャッシュ・フロー

資金に係る換算差額
資金増加額（又は減少額） △487,830
資金期首残高
資金期末残高

令和2年度新発田市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）
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１　総括

（注）（　）内は、短時間勤務職員数（外書き）

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

(1) １総括のうち会計年度任用職員以外の職員

（注）（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

給　与　費　明　細　書

区　分
職員数

給　　与　　費
法定福利費 合　　計

報　　酬 給　　料 手　　当 計
(千円)(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度

前年度

比　較 △ 2,182 △ 10,541 △ 2,779 

扶養手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外勤務手当 通勤手当 住居手当

△ 1,697 △ 4,476 

(千円)(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△696  △4,672  △3,701  △565  △8  △594  

退職給付費

(千円)

区　分
職員数

給　　与　　費
法定福利費 合　　計

報　　酬 給　　料 手　　当 計

△305  

手
当
の
内
訳

(千円)(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度

前年度

比　較 △ 2,182 △ 11,073 △ 13,255 

扶養手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外勤務手当 通勤手当 住居手当

△ 1,697 △ 14,952 

(千円)(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△696  △5,204  △3,701  △565  △8  △594  

退職給付費

(千円)

△305  

手
当
の
内
訳
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(2) １総括のうち会計年度任用職員

（注）（　）内は、パートタイム会計年度任用職員数（外書き）

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

２　給料及び手当の増減額の明細

 給与改定に伴う 給与改定の状況

 増減分 　給料の改定率　　0.04%

給与改定実施時期

　平成31年4月1日

 昇給に伴う 平均昇給率

 増加分

 その他の増減分 その他による増減 職員の異動状況

千円

本年度 人

前年度 人

増　減 人

採用退職等の状況

採用 人

退職 人

その他 人

 制度改正に伴う 期末手当

 増減分 勤勉手当

住居手当

 その他の増減分 会計年度任用職員 扶養手当

制度導入による増減期末手当

千円 勤勉手当

その他による増減 管理職手当

千円 通勤手当

住居手当

退職給付費

区　分
職員数

給　　与　　費
法定福利費 合　　計

報　　酬 給　　料 手　　当 計

前年度

(千円)

本年度

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

比　較

扶養手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外勤務手当 通勤手当 住居手当

(千円)(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

退職給付費

(千円)

給料 △2,182

区分 増減額(千円) 増減事由別内訳(千円) 説　明 備　考

手
当
の
内
訳

△3,617

△3,617 (現に在職する常任職員数)

手当 △10,541 千円

△1

千円

千円

△10,575 △696 千円

△11,107 △8 千円

△618 千円

△305 千円

△4,678 千円

△3,705 千円

△565 千円
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３　給料及び手当の状況

(1)職員1人当たり給与

(2)初任給

(3)級別職員数

（注）（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

（級別の基準となる職務）

区　　　分 職種（事務・技術職）

令和2年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 (円)

平 均 給 与 月 額 (円)

平 均 年 齢 (歳)

区　　分 事務・技術職(円)
一般会計の制度

平 均 年 齢 (歳) 47歳8月

平成31年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 (円)

平 均 給 与 月 額 (円)

一般行政職(円) 技能労務職(円)

高　　校　　卒

大　　学　　卒

区　　分
事務・技術職

級 職員数(人) 構成比(％)

令和2年1月1日現在
５　　級

８　　級

７　　級

４　　級

６　　級

１　　級

３　　級

２　　級

７　　級

６　　級

計

８　　級

平成31年1月1日現在
５　　級

４　　級

３　　級

２　　級

１　　級

計

課長補佐 係長 主任
主事 主事

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

技師 技師
事務・技能職

特に困難な業
務を行う
7級の職務

困難な業務を
行う6級の職
務

課長
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(4)昇給

職　員　数 (Ａ) (人)

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人)

号給数別内訳 １号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

比率（Ｂ）／（Ａ） (％)

職　員　数 (Ａ) (人)

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人)

号給数別内訳 １号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

比率（Ｂ）／（Ａ） (％)

(5)期末手当・勤勉手当

（注）（　）内は、再任用職員の支給期別支給率

(6)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(7)その他の手当

区　　分 合　計 事務・技術職

本年度

前年度

(月分)

本　年　度 有

区　分

支給期別支給率
支給率計 職制上の段階、

職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備　考6月 12月
(月分) (月分)

前　年　度 有

備　考勤続の者 勤続の者 勤続の者
(月分) (月分) (月分) (月分)

一般会計の制度 有

 定年前早期
 退職特例措
 置（2%～45%

加算）

区　分

20年 25年 35年
最高限度 その他の

加算措置等

住　居　手　当 同　　じ

通　勤　手　当 同　　じ

区　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同　　じ

一般会計の
制　　　度

（支給率等）

 定年前早期
 退職特例措
 置（2%～45%

加算）

支給率等
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債務負担行為に関する調書

新発田地区下
水道整備事業

令和2年度

企 業 債

(千円)

そ の 他

(千円)

左の財源内訳

(千円)(千円)(千円) (千円)

前年度末までの支払
義務発生(見込)額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

国県補助金金　額

事　項 限度額

期　間 金　額 期　間
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(単位：千円)

　　　　資　　産　　の　　部
1 固　定　資　産

      有形固定資産⑴ 有形固定資産

イ 土　　　　　地

ロ 建　　　　　物

　 減価償却累計額 △88,680

ハ 構  　築  　物

　 減価償却累計額 △3,127,940

ニ 機 械 及び装置    

　 減価償却累計額 △686,619

ホ 車 両 運 搬 具

　 減価償却累計額 △621

ヘ 工具器具及び備品

　 減価償却累計額 △819

ト 建 設 仮 勘 定

　有形固定資産合計

       無形固定資産⑵ 無形固定資産

イ 地　  上　  権

ロ 施 設 利 用 権 　

ハ ソ フ トウェア

 　　　　無形固定資産合計　無形固定資産合計

       投　　　　資⑶ 投資その他の資産

イ 基  　　  　金

　投資その他の資産合計

　固 定 資 産 合 計

2 流　動　資　産

⑴ 現　金　預　金

⑵ 未　　収　　金

　 貸 倒 引 当 金 △21,622

⑶ その他流動資産

　 　　　流 動 資 産 合 計　流 動 資 産 合 計
　資 　産 　合 　計

令和2年度新発田市下水道事業予定貸借対照表(当年度分)
（令和3年3月31日）
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　　　　負　　債　　の　　部
3 固　定　負　債 固　定　負　債

⑴ 企　　業　　債

イ 建設改良費等の財源に
　 充てるための企業債

ロ その他の企業債

　企 業 債 合 計

⑵ 引　　当　　金

イ 退職給付引当金

ロ 修 繕 引 当 金

ハ その他引当金

 引 当 金 合 計

　　　   固 定 負 債 合 計　固 定 負 債 合 計

4 流　動　負　債

⑴　一 時 借 入 金

⑵ 企　　業　　債

イ 建設改良費等の財源に

 　　　　充てるための企業債　 充てるための企業債

 　　ロ　その他の企業債ロ その他の企業債

　　　　　企 業 債 合 計　企 業 債 合 計

⑶ 未　　払　　金

⑷ 引　　当　　金

 　　イ　退職給付引当金イ 退職給付引当金

ロ 賞 与 引 当 金

　 　ハ　修 繕 引 当 金ハ 修 繕 引 当 金

ニ その他引当金

　　　　　引 当 金 合 計　引 当 金 合 計

⑸ その他流動負債

　流 動 負 債 合 計

5 繰　延　収　益

　長 期 前 受 金

　収 益 化累計額 △3,282,632

　繰 延 収 益 合 計

　　　 　負　 債 　合　 計　負 　債 　合 　計

　　　　資　　本　　の　　部
6 資　　本　　金
7 剰　　余　　金

⑴ 資 本 剰 余 金
イ 国 庫 補 助 金
ロ 県　補　助　金
ハ 工 事 負 担 金
ニ 工 事 補 償 金
ホ 受贈財産評価額
ヘ 他 会 計補助金
　資本剰余金合計

⑵ 利 益 剰 余 金
　 イ 減 債 積 立 金

ロ 建設改良積立金
ハ 当年度未処分利益剰余金
　利益剰余金合計
　剰 余 金 合 計
　資　本　合　計
　負 債 資本合計
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(単位：千円)

1 営 業 収 益

⑴ 下水道使用料

⑵ 他会計負担金

⑶ その他営業収益

2 営 業 費 用

⑴ 管渠(きょ)費

⑵ ポンプ場費

⑶ 処 理 場 費

⑷ 普及指導費

⑸ 業　務　費

⑹ 総　係　費

⑺ 下水道維持管理負担金

⑻ 減価償却費

⑼ 資産減耗費

営 業 損 失

3 営 業 外 収 益

⑴ 受取利息及び配当金

⑵ 他会計補助金

⑶ 長期前受金戻入

⑷ 雑　収　益

4 営 業 外 費 用

⑴ 支払利息及び企業債取扱諸費

⑵ 雑　支　出

経 常 損 失

5 特 別 利 益 

⑴ その他特別利益

6 特 別 損 失

⑴ 過年度損益修正損

⑵ その他特別損失

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

令和元年度新発田市下水道事業予定損益計算書(前年度分)

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
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(単位：千円)

　　　　資　　産　　の　　部
1 固　定　資　産

      有形固定資産⑴ 有形固定資産

イ 土　　　　　地

ロ 建　　　　　物

　 減価償却累計額 △44,359

ハ 構  　築  　物

　 減価償却累計額 △1,538,107

ニ 機 械 及び装置    

　 減価償却累計額 △361,133

ホ 車 両 運 搬 具

　 減価償却累計額 △292

ヘ 工具器具及び備品

　 減価償却累計額 △521

ト 建 設 仮 勘 定

　有形固定資産合計

       無形固定資産⑵ 無形固定資産

イ 地　  上　  権

ロ 施 設 利 用 権 　

ハ ソ フ トウェア

 　　　　無形固定資産合計　無形固定資産合計

       投　　　　資⑶ 投資その他の資産

イ 基  　　  　金

　投資その他の資産合計

　固 定 資 産 合 計

2 流　動　資　産

⑴ 現　金　預　金

⑵ 未　　収　　金

　 貸 倒 引 当 金 △22,022

⑶ その他流動資産

　 　　　流 動 資 産 合 計　流 動 資 産 合 計
　資 　産 　合 　計

令和元年度新発田市下水道事業予定貸借対照表(前年度分)
（令和2年3月31日）
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　　　　負　　債　　の　　部
3 固　定　負　債 固　定　負　債

⑴ 企　　業　　債

イ 建設改良費等の財源に
　 充てるための企業債

ロ その他の企業債

　企 業 債 合 計

⑵ 引　　当　　金

イ 退職給付引当金

ロ 修 繕 引 当 金

ハ その他引当金

 引 当 金 合 計

　　　   固 定 負 債 合 計　固 定 負 債 合 計

4 流　動　負　債

⑴　一 時 借 入 金

⑵ 企　　業　　債

イ 建設改良費等の財源に

 　　　　充てるための企業債　 充てるための企業債

 　　ロ　その他の企業債ロ その他の企業債

　　　　　企 業 債 合 計　企 業 債 合 計

⑶ 未　　払　　金

⑷ 引　　当　　金

 　　イ　退職給付引当金イ 退職給付引当金

ロ 賞 与 引 当 金

　 　ハ　修 繕 引 当 金ハ 修 繕 引 当 金

ニ その他引当金

　　　　　引 当 金 合 計　引 当 金 合 計

⑸ その他流動負債

　流 動 負 債 合 計

5 繰　延　収　益

　長 期 前 受 金

　収 益 化累計額 △1,635,240

　繰 延 収 益 合 計

　　　 　負　 債 　合　 計　負 　債 　合 　計

　　　　資　　本　　の　　部
6 資　　本　　金
7 剰　　余　　金

⑴ 資 本 剰 余 金
イ 国 庫 補 助 金
ロ 県　補　助　金
ハ 工 事 負 担 金
ニ 工 事 補 償 金
ホ 受贈財産評価額
ヘ 他 会 計補助金
　資本剰余金合計

⑵ 利 益 剰 余 金
　 イ 減 債 積 立 金

ロ 建設改良積立金
ハ 当年度未処分利益剰余金
　利益剰余金合計
　剰 余 金 合 計
　資　本　合　計
　負 債 資本合計
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３ セグメント情報の概要

⑴ 報告セグメントの概要

新発田市下水道事業では、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び小規模集合排水処理事

業の 4 事業を運営しているが、事業の運営方針等における一体性から、「公共下水道事業」、「農業集落排水事業」の 2 つを報

告セグメントとしている。各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容

公共下水道事業
下水道法上の下水道、公共下水道及び特定環境保全公共下水道において、汚水及

び雨水の処理を行なう事業

農業集落排水事業
下水道法上の下水道以外のもの、農業集落排水施設及び小規模集合排水処理施設

において汚水の処理を行なう事業

⑵ 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自 令和 年 月 日 至 令和 年 月 日）

単位：千円

公共下水道事業 農業集落排水事業 合 計

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

△

△

△ △

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

受取利息

支払利息

特別利益

特別損失

うち減損損失

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額

４ リース契約により使用する固定資産に関する注記

⑴ リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

⑵ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 千円

１年超 千円

計 千円
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